
  

五   勤労者家計水準
(一)   消費者物価の推移

一 二四年五月をピークとして以後低落を続けていた消費者物価指数は,二五年に入つてからも依然その傾
向を持続し,二五年六月には反落以来の最低を記録した。しかしながら朝鮮動乱を機とする小売物価及び
ヤミ自由価格の上昇につれて消費者物価指数も再び上昇に転じ,一二月には二四年一二月の水準をわずか
ながら上廻るに至つた。

二 右の推移を二二年を一〇〇とする全都市の綜合指数でみると,二四年五月の二五・一に対し,二五年六月
には二一六,八と,との間に一三,三%低落し,二五年年一-六月間においても八,六%の低下を示した。しかし
七月には二二二,六に上昇し,この傾向は八-九月と継続して,一〇月における若干の反落の後一二月には再
び二三二,九(対六月,七・四%高)と上昇傾向を強めるに至つた。(第四七表参照)

三 このように,綜合指数は六月を境として全く相反した動きを示しているが,とれを各費目別にみればかな
りの相違がみとめられる。(第四七表参照)

四 まず,六月以前において特に目立つた低落を示したのは被服指数で,輸出滞貨の国内向繊維製品放出の増
大による闇値の急落に基き,六月には一月に比べ二九・一%の著しい低落率を示した。また,食料指数も,輸
入食糧の増大,米麦配給量の増加等による食料事情の好転により前半期七,八%低落し・他方,光熱,住居,雑
費の三指数も若干の差はあるが,二五年初頭に比べればいずれもかたりの低落を示した。

五 朝鮮動乱の勃発とともに各指数はいずれも上昇に転じたが,中でも上半期最も著しい低落を示していた
被服指数が輸出価格の上昇,思惑による価格のつり上げ,先高を見越しての購買力の増大等によつて,最も顕
著な反騰に転じた。一時は当局の価格勧告や取締りの実施によつて幾分の停滞を示したとはいえ,下半期
平均では累月一割に近い上昇を続け,この結果,一二月においては六月の約五割高となつた。

六 一方食料指数は,動乱発生直後の一時的買溜や例年の季節的な動きによつて七月には三%(対六月)以上
の騰貴を見たが,その後は,主食,非主食ともに出廻り期においては例年の如く若干低落し,一二月には再び
年末の季節的上昇を示したが,結局六月と大差ない程度にとどまつた。

七 最後に光熱指数は電気料金や木炭の値上りによつて,また住居指数は家賃の改訂,住宅修繕材料の上昇な
どを反映していずれ小売及び消費財ヤミ自由も高騰し,一二月においては六月に比し前者が一八・八%,後
者は一七・七%とそれぞれ相当の騰貴率を示したが,との間にも雑費は殆んど停滞状態を持続した。

第四七表 消費者物価指数の推移
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第四八表 物価(東京)指数の推移

八 右の如く,六月以降消費者物価指数はかなりのテンポをもつて上昇していたが,これを小売物価及び消費
財ヤミ自由物価の高騰に比すればその上昇率はなお低いものといわねばたらず,これは,消費者物価指数に
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おいて大きたウエイトをしめている食料費の値上りが少なかつたこと及び物価の急騰に対し購買力の増
加がこれに伴わぬために生じた高価格商品の買控えなどが,その主要な原因と考えられる。

九 しかし一二月においては,年末年始のための特別支出及び生鮮食料品の季節的な上昇,並びに年未の収入
増加による被服の購入増加等のため,小売物価及び消費財ヤミ自由物価の停滞傾向にも拘わらず,消費者物
価指数は対前月四・二%と大巾な上昇をみせている。(第四八表参照)
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五   勤労者家計水準
(二)   家計収支の状況
(1)   家計収入の推移

一〇 二四年下半期において概ね停滞傾向をつづけていた勤労者世帯の収入は,二五年に入つてからわずか
ながら,漸次増加し,この傾向は大体一貫して下半期まで持続された。

一一 すなわち,勤労者世帯収入調査の全都市平均牧人総額は一月の一三,四三四円に比し,六月には一四,〇
五七円と四,六%の増加,次いで八月には一四,二九七円とさらに若干の増加をみせ,九月には一四,○四九円
と六月をやや下廻る数字を示したが,前年同月に比すれば,なお六,七%の増加とたつた。(第四九表参照)

一二 このような収入総額の増加傾向は九月から実施された新C・P・Sによる収入金額の推移においても
みとめられ,九月の一四,一二〇五円から一一月一五,二二四円(対九月一九,四%)と増加をつづけている。

(註)勤労者世帯収入調査は一一五年九月をもつて廃止となり,新に九月から新C・P・Sによる収入調査が実
施されているが,この両調査は調査対象,分類などの諸点においてかなり異つており,両者を直接に比較する
ことは出来ない。

(全都市)

第四九表 勤労者世帯一ケ月平均費目別収入金額
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一三 これを収入項目別比率でみると,世帯主本業収入の全収入に占める比率は,一-七月においては二四年
に引続いてさらに増加し,二四年七-一二月の平均八一・一%に対して二五年一-六月には八二,二%,七月は
八三・五%と増加したが,八月以後わずかながら減少し,九月には八三・三%とたつている。新C・P,Sによ
る九月以降の状況もほゞとれと符を一にする動きを示し,九月の七三,六%から一一月七一,二%と減少をつ
づけた。(第五〇表参照)

第五〇表 勤労者世帯一ケ月平均収入項目別割合
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一四 一方,七月以降「其の他の実収入」「実収入以外の収入」等の比率は漸次増加の傾向を示し,二四年以
来改善をつづけてきた世帯収入構成は下半期において再び不健全化の兆をみせ始めるに至つた。
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五   勤労者家計水準
(二)   家計収支の状況
(2)   家計支出の推移

一五 次に本年度における一般世帯家計支出の推移を消費者価格調査による全都市五人三〇日換算の金額
についてみると,一月の一一,四八九円以後逐次漸増し,四月には一二,一五七円を示し,五,六月頃からは停滞
傾向に入つたが,九,一〇月頃から再び増加傾向にうつり,一二月には一七,五九一円と前年同月を七,二%上
廻る顕著な増加を示した。しかし結局年間を通じてみた場合には,年平均一二,四一六円で,二四年平均に比
べ僅か○,三%増にすぎたい。(第五一表参照)

五一表 費目別5人30日換算支出金額
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一六 さらにとの動きを費目別にみれば,最も大きな変動を示したのは被服費であつた。すなわち,戦時中の
消耗にも拘わらず戦後の供給力の不足と購買力の減退によつて極度に圧縮されていた被服費に対する支
出は二五年上半期における繊維品の出廻りと闇値の下落によつて急速に増加し,一月の九四七円が四月一,
五七九円と大巾に増加し,以後増減を繰返しながらも七月までは二四年乎均をかなり上廻る数字を示し
た。

その後朝鮮動乱を契機とする繊維価格の高騰によつて,八-九月と一,二〇〇円台に下つたが,一〇月以降収
入の増加と先高見越しによつて再び増加し,一二月には三,六二〇円となり,年間平均でも前年の二〇・二%
増となつている。

第五二表 費目別家計支出割合の推移

一七 他の費目については,光熱費の季節的た変動を除き,食料費,住居費ともほゞ総額の動きに似た傾向を
呈し,年初以来の漸増傾向を示しているが,雑費のみは九月以後減少し,一〇月,一一月には二四年平均を下
廻る数字を示している。

一八 なおこれを年間平均支出額でみれば,対前年五・九%減とたつた食料費を除いては,各費目とも前年平
均を上廻つている。(第五一表参照)

一九 この結果,費目別の支出比率も相当な変動を示し,まず食料費の全支出金額に対する比率,すなわちエ
ンゲル係数は,八月の六一・一%を除きいすれも六〇%を割り,年間平均では五七・八と二四年平均の六
〇・一に比し,かなりの改善を示した。その他の費目については,被服費も三月以降八月,九月を除いては終
始二四年平均を上廻る数字を示し,年平均でもかなりの増加を示しているが,雑費は九-一一月とその比率は
低下しており,この期間における住居,被服費などの増加が文化的支出をかなり圧迫していることを物語つ
ている。(第五二表参照)
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五   勤労者家計水準
(二)   家計収支の状況
(3)   家計収支の状況

二〇 前述の如く収入支出とも年間を通じ漸増の傾向を示しているが,家計収支の状況は上平期の改善傾向
から下平期には赤字増加の傾向へと変化し,家計収支は再びその均衡を失うに至つた。

二一 右の推移を東京都家計調査による勤労収入と実支出との比較でみると,上平期においては一,三月を除
いては六月まで黒字の増加傾向かつずき,六月には,勤労収入の超過額は一,一七二円に達し,この傾向は七
月まで継続した。しかるに八月,二五五円の支出超過を示して以来,漸次不足額は増加し,一一月の赤字は
一,二八二円に達した。(第五三表参照)

二二 新C,P,Sによる勤労者世帯(全都市)の収入支出状況についても,勤労収入と実支出との比較において,九
月一,〇一八円,一一月一,一二四円とかなりの赤字を示し,不足額の勤労収入に対する比率もそれぞれ八・
五%八・九%,に及んでいた。(第五五表参照)

第五三表勤労収入に対する実支出の過不足状況

二三 右の如く上半期において家計収支の著しい改善がみられたのは,収入の微増傾向にも拘らす物価が大
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巾の下落を示したためであるが,下半期においては動乱による物価の上昇と地方税徴集による支出の増加
傾向に対し,勤労収入の増加がとれに伴わぬため,年末賞与其の他の臨時収入の多かつた一二月をのぞき八-
一一月と漸次赤字の増加を見るに至つたものと考えられる。

二四 なお,下半期における赤字増加の原因の一つと考えられる公課負担費のうごきをみると,東京都家計調
査においては一-六月平均の二,四七円から七-一二月平均三,一一三円と約一・五倍に増加,勤労牧人に対す
る比率も一-六月の一四%から七-一二月には一七%と増加しており,新C・P・S・による収入支出調査(全
都市)によつても,九-一二月平均の租税額の勤労収入に対する比率は一〇5をこえ,家計に対する大きな圧迫
とたつていることを示している。(第五十四表参照)

第五四表公課負担費の勤労収入に対する比率

二五 なお,新C・P・Sによる牧人階級別の収入状況をみると,実支出が勤労収入を超過しでいる階層に属す
る世帯数は九ー一一月には調査世帯数の八七・五%をしめ,一二月においても三六,五%が赤字階層となつ
ており,調査世帯の圧倒的多数が赤字階層でみることを示している。

第五五表 勤労者世帯家計収支対照
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二六 との結果,八月以降貯金井出し,借入金など実収入以外の収入が増加する傾向にあり,上年期におけど
蓄積分の喰いつぶしによつて支出金額の増加をまかなうという傾向が示され,家計収支の状況はかなり不
安定化しつつあるものというととが出来よう。
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五   勤労者家計水準
(三)   実質家計費の傾向

二七 以上述べた如く,本年における勤労者の家計は六月以降かなり不安定化の傾向をつよめているが,いわ
ゆる実質家計費指数(一般世帯)の変動を通じてみた消費生活内容は,八-九月の一時的低下をのぞき年初以
来引きつづき向上し,年間を通じてみれば二四年に比し相当な改善を示している。

二八 すなわち,二二年を一〇〇とする実質家計費指数は,二四年平均の一〇七・九に対し二五年平均は一一
六・〇と前年に比較して七・五%の改善となつており,これを月別にみれば一月の一〇一,八から二月以降
着実な上昇をつずけ,六月には一一一・九に達したが,七月以来停滞乃至下落に向い,八月一〇八・七,九月
一〇九・二と若干低落した後,一〇月より再び上昇に転じ,一〇-一二月には六月の水準をかたり上廻るに至
つた。(第五六表参照)

二九 次にこれを費目別にみれば,年間上昇率のもつとも大きなものは被服指数で,八-九月の一時的低下を
のぞいて四月以降かなりの高水準を持続し,二五年平均では一六四・七と二四年平均に対し五二・一%の
改善をみせた。

三〇 なお,雑費は年平均で若干上昇したが,九-一一月では前年平均をかたり下廻る数字を示し,との期間に
おいて他費目にみられた実質家計費の向上が文化的生活の切下げを伴つていたことを物語つている。

第五六表 実質家計費指数の推移
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三一 最後に食料指数のうごきをみると,とくに非主食の上昇が著しく年初以来一貫した上昇を示し,二五年
平均一二一,一と二四年平均を約一〇%上廻る数字を示し,食生活の内容が著しい改善をみせたことを物語
つている。

また主食も懸念されていたような動乱の直接的影響をうけることなく概ね二四年の水準を維持し,食生活
全体としては前年に引つづき改善の傾向を保つている。

三二 このことは厚生省の国民栄養調査(大都市非農家分)によつても明かに示されている。すなわち,一人
一日当り摂取熱量は年平均二,〇〇〇カロリー(成人換算二,四八九カロリー)で前年に比較すればほとんど
変らない(年間一%増)が,蛋白質摂取量は年平均七一・二グラム(成人換算八三,〇グラム)と前年より四%増
となり,とくに動物性蛋白質は前年に比べ一一%増の二二・七グラムとなつている。この動物性蛋白質は
副食中の魚,肉類の消費を示すものであり,その大幅な増加は食生活の質的改善を明瞭に示すものというこ
とが出来よう。(第五七,五八表参照)

第五七表 国民栄養調査栄養摂取量推移表
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第五八表 全都市平均栄養摂取量表

第五九表 戦前基準実質家計費指数
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三三 上述の如く朝鮮動乱という新事態の発生にも拘わらず年間を通じてみれば実質家計費はかなりの向
上をみせているが,他面家計の赤字は下半期再び増加の傾向に転じており,下半期における実質家計費改善
の一部が赤字支出によつてもたらされていることを物語つている。さらに本年の生活水準もこれを戦前
に比較すれば,なおかなり低い水準にあり,昭和九-一一年基準の指数(東京都)でみれば九月七一・四・一一
月七七・〇,年間平均では七四・八にすぎたい。(第五九表参照)

第12圓,石炭鉱業における災害の程度別状況の推移
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